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ドクターヘリと民間医療用ヘリコプターの違いについて
平成２７年８月１３日

福祉保健部医療政策課
救急救命を目的とするヘリコプターの活用には、都道府県等が事業主体となって実施するドクターヘリのほか、民間医療用ヘリコプターが運航されている。ドクターヘリと民間医療用ヘリコプターの特徴は以下のとおりである。
１　ドクターヘリと民間医療用ヘリコプターの特徴

（１）ドクターヘリ
	事業主体等
	都道府県等が、「救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法」に基づき、国庫補助事業を活用し事業実施。

	運航状況
	３７道府県

	運航経費
	国庫補助基準により、概ね全国一律


（２）民間医療用ヘリコプター
	事業主体等
	ドクターヘリを補完する目的等で民間病院等が独自に事業実施。

	運航状況

（医療政策課調べ）
	６都県
①ＮＰＯ法人オールラウンドヘリコプター（宮城県気仙沼市）、

②（一社）防災医療航空支援の会（東京都江東区　ＡＭＳＡＤ）、
③生田病院（滋賀県湖南市　おうみ）、④福岡和白病院（福岡市　ホワイトバード）、
⑤米盛病院（鹿児島市　レッドウイング）、⑥北部地区医師会病院（沖縄県名護市　ＭＥＳＨ）

	運航経費
	事業主体により異なるが、ＭＥＳＨではドクターヘリの１/３程度


２　沖縄県におけるドクターヘリと民間医療用ヘリコプターの活用状況
	名称
	厚労省ドクヘリ
	事業主体
	基地病院
	運航範囲
	年間運航経費
	年間出動件数

	沖縄県ドクターヘリ
	該当
	沖縄県
	浦添総合病院
	沖縄県全域
	248，465千円

(H26)
	417件

(H26)

	民間救急ヘリＭＥＳＨ
	非該当
	認定NPO法人ﾒｯｼｭ･ｻﾎﾟｰﾄ
	北部地区医師会病院
	沖縄県北部
	72，850千円

(H25)
	92件

(H25、10箇月分)


※民間医療用ヘリコプターの運航委託経費が比較的安価にできる要因

・ドクターヘリ運航委託にあたっては、安全に継続して運航が可能となるように厚労省の整備基準により、２つあるエンジンのうち片方が故障しても航行が可能である双発機の使用、予備機を保有できる運航会社との契約、整備士の同乗等が義務付けられている。

・民間医療用ヘリ（ＭＥＳＨ）では、基準はなく、小規模なエンジンが一つの単発機の使用や整備内容の縮小等一定の節減も可能である。
⇒　県において運航委託する場合、安全に継続して運航する必要があるため、国庫補助制度に則ってドクターヘリとして整備することが適当。
